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基本目標 展開方向 実施方策 

１．【暮らし】 

多様な世帯が

住み続けたく

なる住まい・

住環境づくり 

関連するSDGs 

（1）【子育て】 

子育てを支援する住まい・住環境づくり 

①子育て世帯が安心できる住環境の整備 

②三世代同居・近居の促進 

（２）【高齢者等】 

高齢者・障がい者等が安心して暮らせる住まい・

住環境づくり 

①高齢者向け賃貸住宅等の普及促進 

②高齢者・障がい者等の住宅改修費用の助成 

③高齢者への在宅支援 

④高齢者等の住み替えの促進 

⑤高齢者・障がい者の住まいに係る情報発信・

相談体制の充実 

⑥バリアフリーのまちづくりの推進 

（３）【移住・定住】 

移住・定住の促進 

①移住相談の充実による移住支援 

②住宅地の整備・供給促進 

（４）【住宅相談】住宅相談窓口の充実 ①住宅相談窓口の充実・各窓口の連携 

２.【安全安心】 

すべての人が

安全安心に暮

ら せ る 住 ま

い・住環境づ

くり 

関連するSDGs 

（１）【脱炭素社会】 

持続可能で豊かに暮らせる良質な住宅ストック

の形成 

①脱炭素社会の実現に貢献する良質な住宅ス

トックの形成 

②既存住宅ストックの流通・活用の促進 

③マンションの管理の適正化の推進 

（２）【防災】 

災害に強い住まい・住環境づくり 

①耐震診断・改修等の支援 

②災害に強い住環境づくり 

（３）【市営住宅】 

計画的な市営住宅の整備 

①公営住宅等長寿命化計画に基づく市営住宅

整備事業の実施 

②入居者の適正な管理 

３.【活性化】 

地域の活性化

につながる住

まい・住環境

づくり 

関連するSDGs 

（１）【空き家対策】 

空き家対策等の促進 

①空き家・空き地の流動化促進 

②管理不全の空き家等の発生の抑制 

（２）【民間賃貸住宅活用】 

既存民間賃貸住宅を活用した、新たな公的支援制

度の整備 

①住宅セーフティネット制度の推進 

（３）【住環境形成】 

魅力ある住環境づくり 

①花のまちづくりの推進 

②魅力ある住宅地の形成 

③コンパクトなまちづくり 

④市営住宅建替に併せた地域拠点施設の併設 

（４）【産業活性化】 

住宅関連産業の活性化の促進 
①建築技術者の技術力向上 

４．住宅施策の展開 

４－１．住宅施策の体系
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具体的な施策 主な担当部局 

・「子どもの集う場所」の計画的な整備 子ども政策課 

・街区公園の再整備促進 公園緑地課 

・三世代同居・近居に対する市営住宅優先入居の検討 市営住宅課 

・サービス付き高齢者向け住宅等の情報提供 介護福祉課 

・住宅に困窮する高齢者に対する市営住宅優先入居 福祉課、市営住宅課 

・住宅改修費の支援（介護保険サービスの活用） 障がい福祉課、介護福祉課 

・高齢者等緊急通報システムの設置   

介護福祉課 ・高齢者訪問サービス 

・高齢者世帯等の除雪サービス 

・高齢者向けの住み替えセミナーの推進 まちづくり推進課 

・高齢者・障がい者向けの住宅に関する情報発信 障がい福祉課 

介護福祉課 ・高齢者・障がい者の住まいに係る相談体制の充実 

・恵庭市バリアフリー基本構想の推進 まちづくり推進課、管理課、公

園緑地課、土木課、事業調整課

・移住相談の充実による移住支援  

まちづくり推進課 
・移住・定住支援の専用サイトの充実  
・移住希望者に対するPRと相談対応、フェア等の開催 

・「コンパクトなまちづくり」を基本とした既存市街地低利用地の利用促進 

・「公共施設等総合管理計画」に基づく適切な管理・市有地販売及び推進 管財・契約課 

・各住宅相談窓口担当課の連携 まちづくり推進課 

・きたすまいる制度の普及促進 

まちづくり推進課 ・長期優良住宅制度の普及促進 

・住宅性能表示制度の普及促進 

・省エネルギーに資する住宅設備機器の普及促進 
脱炭素推進課 

・高気密・高断熱住宅の普及啓発(ZEHなど) 

・住宅の長寿命化に向けた適切な維持管理の普及促進 

まちづくり推進課 ・既存住宅ストックの活用 ・住宅リフォームに関する情報提供 

・恵庭市マンション管理適正化推進計画の推進

・耐震診断・改修費用の助成・耐震改修促進計画と連携した耐震化の普及 まちづくり推進課 

・ハザードマップによる住民周知・自主防災組織活動への支援 基地・防災課 

・将来に向けた適正な管理戸数の維持 

市営住宅課 
・計画的・効果的な改善・修繕による長期的な活用 

・市営住宅整備におけるユニバーサルデザインの推進 

・既存借上げ型市営住宅制度の見直し 

・柏陽・恵央団地建替事業の推進 市営住宅課、まちづくり整備課

・収入超過者、家賃滞納者等に対する適切な対応 市営住宅課 

・空き家･空き地の円滑な流通･活用による宅地供給促進 生活環境部、まちづくり推進課

・管理不全の空き家等情報の整備と適切な管理に関する情報提供 生活環境課 

・既存民間賃貸住宅を活用した､新たな公的支援住宅制度の検討 （セーフティネッ

ト住宅の登録推進、セーフティネット登録住宅（専用住宅）の家賃低廉化支援、

改修費支援 等） 

保健福祉部、子ども未来部、

まちづくり整備課 

・花のまちづくりプランに基づく、住環境における花のある景観づくりの推進 花と緑・観光課 

・恵庭市景観形成基本計画に沿った景観形成の推進  

まちづくり推進課 

・地区計画等を活用した景観形成の推進  

・宅地開発指導要綱の見直しの検討 

・田園型住宅地の整備 

・3駅を中心としたまちづくり 

・まちなか居住の促進 

・柏陽・恵央団地建替えに併せた地域拠点施設の整備 まちづくり整備課、市営住宅課 

・PPP/PFI 等による効果的・効率的な市営住宅建替事業の展開 まちづくり整備課 

・建築士会等と連携した各種技術講習会等の情報提供 まちづくり推進課

※赤字は新たに追加、見直した項目 8
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（２）令和４年度計画における重点施策の設定 

 令和４年度計画における重点施策は、平成28年度計画の実施状況及び「住宅施策の実施施策」より、以下

のとおり設定します。 

表５－２ 令和４年度計画における重点施策の設定（案） 

分類 実施方策 具体的な施策 備考 

１ 

持ち家

施策 

（１） 

住宅相談におけ

る連携体制の構

築 

住宅建築、改修に関する各種情報の提供 

庁内各部局、北海道等と連携した住宅相談、

民間トラブル解決支援 等 

平成 28 年度計画の施策を見

直し 

* 住宅相談は、建築のハード、ソ

フト等多岐に渡ることから、

「住宅総合窓口（ワンストッ

プ）」型から、庁内外連携型（建

築指導、公営住宅、保健福祉

等）とする 

（２） 

耐震診断・改修

等の支援 

耐震診断・改修費用の助成 

耐震改修促進計画と連携した耐震化の普及 

取り組みを継続 

（３） 

空き家、空き地

の流動化促進 

住宅・土地流動化促進支援制度の検討 新規取り組み 

２ 

民営借

家施策 

（１） 

住宅確保要配慮

者に向けた公的

支援住宅の整備 

既存民間賃貸住宅を活用した、新たな公的

支援住宅制度の検討 

新規取り組み 

* 「新たな住宅セーフティネッ

ト制度（H29）」を踏まえ、施

策を再設定 

３ 

公営借

家施策 

（１） 

計画的な市営住

宅の整備 

将来に向けた適正な管理戸数の維持 

柏陽団地建替事業の推進 

PPP/PFI 等による効果的・効率的な市営住

宅建替事業の展開 

取り組みを継続 
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（３）重点施策における新規取り組み 

①空き家・空き地※1の流動化促進 

項目 施策のイメージ（案）

１

現況と課題

・恵庭市の空き家（4,070戸）のうち、26.8％（1,090戸）が、賃貸などの利用目的のない空

き家となっており（H30）、相続された土地・建物が利活用されないまま空き家・空き地となっ

ている場合も多い状況にあります。 

・一方、恵庭市の中古住宅、土地流通は活況で、近年では市内外からの住み替え需要過多、土地

不足の状況が続いており、中古住宅市場に乗らない空き家・空き地の流通促進が課題です。 

・建築資材の高騰で新築需要が低調であり、建物を解体しても流通に結び付きづらい状況があり

ます。 

・市内外の空き家や住宅関係のアンケート結果は、多かったものは次のとおりです。 

①空き家や住宅の活用について、「売却したい」「解体したい」「未定（現状維持）」が多くなっ

ています。 

 ②行政に期待するものとして、「不動産に関する情報提供（業者斡旋、相談窓口など）」や「解

体費用の助成」が多くなっています。 

・耐震性を有していない木造戸建て住宅は１,７２６戸あり、地震災害にて倒壊することで二次災
害を発生させる恐れがあります。

２

施策の目的

・空き家・空き地や住宅の流通を促し、市内の住宅の代謝を図り、転入人口の増加を目指すとと

もに市内の良好な住環境の確保をすることを目的とします。

３

事業の

イメージ

(1)相談者の掘起こし、所有不動産の活用を考えるきっかけづくり

(2)空き家・空き地所有者情報の活用に関する民間連携(不動産流通サポート) 
(3)空き家・空き地や住宅所有者のための既存相談窓口の活用

(4)耐震診断の結果、耐震性を有しないとされた住宅を解体する場合の解体費補助

４

スケジュール

等

■令和６年度以降 

・所有者情報活用に関する民間連携制度の構築・運用

・旧耐震性住宅解体補助制度の運用

・所有者情報活用に関する民間連携制度を活用した場合、補助金制度の検討   など
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②住宅確保要配慮者に向けた公的支援住宅の整備 

項目 施策のイメージ（案）

１

現況と課題

低所得者、高齢者、障がい者、子育て世帯等、住宅の確保に配慮が必要

な方は今後も増加する見込みである一方で、恵庭市における賃貸用の空

き家は2,910戸（H30）となっており、これらの利活用が課題です。 

国は、「新たな住宅セーフティネット制度」をH29に設立し、①住宅確

保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅（セーフティネット住宅）の登録

制度 ②登録住宅の改修・入居への経済的支援 ③住宅確保要配慮者の

マッチング・入居支援 を推進しています。 

恵庭市では、セーフティネット住宅登録数は約 550 件（R4）ありま

す。今後は、登録住宅の改修・入居への経済的支援など、北海道と連携

した施策の推進が課題です。 

セーフティネット制度に関する民間賃貸住宅大家、不動産事業者等への

アンケート、ヒアリング調査結果から見えた課題は以下のとおりです。 

① セーフティネット専用住宅登録は、10 年間一般の入居が認められ

ないことから、空き家リスクがあると考えています。 

② 管理する上で、入居者対応増加などが想定され、デメリットやリス

ク低減が必要だと考えています。 

③ 住宅確保要配慮者への住宅確保は支援の一部であって、住宅以外の

日常生活支援も必要と考えています。 

２

施策の目的

住宅の確保に配慮が必要な方の安定した暮らしにつながる住宅を確保

するため、民間賃貸住宅の空き家を活用した、セーフティネット住宅の

供給の促進を図ります。 

３

事業のイメ

ージ

① セーフティネット住宅の登録推進 

不動産事業者、大家等向け制度周知 

② セーフティネット登録住宅（専用住宅）の家賃低廉化支援の検討 

大家等を対象とした家賃補助（公的賃貸住宅家賃対策調整補助金の活

用） 等 

③ セーフティネット登録住宅（専用住宅）の改修費支援の検討 

大家等を対象としたバリアフリー改修工事、耐震改修工事、省エネ改

修工事 等 

④ 恵庭市型セーフティネット住宅補助制度の検討（大家等、不動産事業

者のデメリット・リスク解消策の検討） 

４

スケジュー

ル等

■令和６年度以降

セーフティネット住宅の登録推進に向けた大家等への周知 

大家等を対象とした補助制度の試行 

恵庭市型セーフティネット住宅補助制度の検討、実施体制構築、支援

制度要領案の策定 

住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援体制づくりの検討 

支援制度の実施（予定）等 
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